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す
べ
て〝
自
己
責
任
〞な
の
か

ぶ
。
収
入
に
応
じ
て
平
等

に
負
担
す
る
応
能
負
担
の

原
則
を
踏
み
に
じ
り
、
医

療
・
介
護
・
生
活
保
護
な

ど
、
最
低
限
の
生
活
保
障

に
「
応
益
負
担
＝
あ
な
た

の
責
任
」
を
強
要
す
る
。

す
べ
て
を
個
人
の
自
助
努

力
・
自
己
責
任
で
片
付
け

る
社
会
を
許
す
わ
け
に
は

い
か
な
い
。

　

近
畿
各
府
県
の
保
険
医

協
会
や
市
民
団
体
は
、

「
ス
ト
ッ
プ
！
社
会
保
障

と
税
の
『
一
体
改
悪
』」

を
掲
げ
、
３
月
３
日
に
総

決
起
集
会
を
開
く
。
す
べ

て
の
人
が
安
心
し
て
生
活

を
送
れ
る
〝
や
さ
し
い
社

会
〞
を
つ
く
る
た
め
に
、

個
々
の
力
を
総
結
集
し
、

全
国
に
大
き
な
運
動
の
波

を
起
こ
し
て
い
く
。
ぜ
ひ

集
会
に
参
加
い
た
だ
き
た

い
。

要
因
を
「
社
会
保
障
費
」

と
断
定
。
企
業
が
苦
し
い

の
は
、
法
人
税
な
ど
の
負

担
が
重
い
か
ら
だ
と
繰
り

返
す
。
そ
し
て
、
結
論
を

「
社
会
保
障
と
税
の
一
体

改
革
」
に
導
く
。

　

「
一
体
改
革
」
で
は
、

消
費
税
増
税
・
法
人
税
減

税
を
筆
頭
に
、
所
得
控
除

の
削
減
や
共
通
番
号
制
の

導
入
、
医
療
と
介
護
の
応

益
負
担
、
年
金
給
付
の
削

減
な
ど
、
大
改
悪
が
並

　

〝
あ
な
た
の
責
任
〞

は
、「
ま
と
も
な
給
料
を

も
ら
え
な
い
」「
就
職
で

き
な
い
」「
子
育
て
が
で

き
な
い
」「
教
育
が
保
障

さ
れ
な
い
」
な
ど
、
あ
ら

ゆ
る
場
面
で
表
出
す
る
。

造
改
革
」
や
Ｔ
Ｐ
Ｐ
し
か

な
い
の
か
。
大
企
業
や
大

資
産
家
の
負
担
軽
減
が
本

当
に
必
要
な
の
か
。

　

「
財
政
の
健
全
化
」
を

訴
え
る
政
府
や
マ
ス
・
メ

デ
ィ
ア
は
、
赤
字
の
最
大

は
、
公
的
支
援
の
拡
充
が

不
可
欠
に
な
っ
て
い
る
。

　

マ
ス
・
メ
デ
ィ
ア
は
、

「
大
企
業
の
国
際
競
争
力

が
落
ち
て
い
る
」と
報
じ
、

深
刻
な
経
営
難
を
印
象
付

け
る
。
一
方
で
、
資
本
金

10
億
円
以
上
の
企
業
の
内

部
留
保
は
増
え
続
け
、
過

去
最
高
の
２
６
６
兆
円

（
10
年
度
）に
膨
張
。
世
界

長
者
番
付
に
日
本
企
業
経

営
者
の
名
が
連
な
る
。
日

本
が
生
き
残
る
道
は
「
構

援
法
が
成
立
。
東
日
本
大

震
災
で
は
支
援
金
最
高
３

０
０
万
円
を
実
現
し
た
。

　

東
日
本
大
震
災
か
ら
１

年
が
経
と
う
と
し
て
い

る
。
被
災
地
の
復
興
は
遠

く
、
日
本
中
の
人
た
ち
が

先
の
見
え
な
い

不
安
を
抱
え
て

い
る
。
生
活
の

立
て
直
し
に

一
体
改
悪

　

17
年
前
、
私
た
ち
は
阪

神
淡
路
大
震
災
を
経
験
し

た
。
当
時
、「
私
財
に
は

税
金
を
投
入
で
き
な
い
」

と
、
個
人
へ
の
公
的
支
援

は
ゼ
ロ
だ
っ
た
。
保
団
連

も
参
加
す
る
全
国
災
害
対

策
連
絡
会
の
加
盟
団
体
を

中
心
に
署
名
や
国
会
議
員

要
請
を
重
ね
、
１
９
９
８

年
に
被
災
者
生
活
再
建
支

2011年分所得税の
主な改正事項②

税理士　黒岩　哲夫
　

本
紙
（
２
月
15
日
付
）
６

面
で
掲
載
し
た
も
の
以
外

で
、
重
要
な
改
正
事
項
を
あ

げ
る
。

認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
等
に
対
す

る
寄
付
金
に
係
る
特
別
控
除

の
創
設

　

２
０
１
１
年
以
後
に
個
人

が
認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
等
に
対

し
て
一
定
の
寄
付
金
を
支
出

し
た
場
合
に
は
、
寄
付
金
控

除
か
税
額
控
除
の
適
用
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
る
（
左
表

参
照
）。

前
年
度
改
正
事
項
の
う
ち
、

12
年
分
か
ら
適
用
さ
れ
る
も

の① 

先
物
取
引
に
係
る
雑
所
得

等
の
課
税
の
特
例
等
の
改

正

　

12
年
１
月
１
日
以
降
、
個

人
が
行
う
先
物
取
引
な
ど
の

い
わ
ゆ
る
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取

引
は
、
市
場
取
引
だ
け
で
な

く
、
店
頭
取
引
に
つ
い
て

も
、
基
本
的
に
「
先
物
取
引

に
係
る
雑
所
得
等
の
課
税
の

特
例
」
の
対
象
と
な
り
、
一

律
20
％
の
申
告
分
離
課
税
の

対
象
と
な
る
（
措
法
41
の

14
）。
こ
の
特
例
の
対
象
に

は
、
カ
バ
ー
ド
ワ
ラ
ン
ト
と

い
う
金
融
商
品
も
含
ま
れ
て

い
る
（
措
法
41
の
14
①
三
）。

② 

交
通
用
具
使
用
者
の
通
勤

手
当
の
非
課
税

　

交
通
用
具
使
用
者
が
交
通

機
関
を
利
用
す
る
と
し
た
場

合
に
負
担
す
る
こ
と
と
な
る

運
賃
相
当
額
ま
で
非
課
税
限

度
額
を
上
乗
せ
す
る
特
例
が

廃
止
さ
れ
、
通
勤
手
当
が
非

課
税
限
度
額
を
超
え
る
場
合

に
は
、
そ
の
非
課
税
限
度
額

を
超
え
る
金
額
に
所
得
税
が

課
さ
れ
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

こ
の
改
正
は
12
年
１
月
１
日

以
後
に
受
け
る
べ
き
通
勤
手

当
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
る
。

　

臨
床
学
術
部
は
、
石
川
朗

氏
（
神
戸
大
学
大
学
院
保
健

学
研
究
科
准
教
授
）
を
講
師

に
、
生
涯
研
修
「
摂
食
・
嚥

下
障
害
患
者
に
対
す
る
呼
吸

ケ
ア
の
ポ
イ
ン
ト
と
呼
吸
リ

ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
」
を
５

日
、
Ｍ
＆
Ｄ
ホ
ー
ル
で
開
い

た
。
71
人
が
参
加
し
た
。

　

呼
吸
ケ
ア
の
対
象
疾
患
と

し
て
は
Ｃ
Ｏ
Ｐ
Ｄ
（
慢
性
閉

塞
性
肺
疾
患
）
と
医
療
介
護

関
連
肺
炎
と
し
て
の
誤
嚥
性

肺
炎
が
主
な
も
の
と
し
て
挙

げ
ら
れ
る
。
Ｃ
Ｏ
Ｐ
Ｄ
の
最

た
る
原
因
は
喫
煙
で
あ
る
こ

と
が
判
明
し
て
お
り
、
40
歳

以
上
の
罹
患
者
数
は
約
５
３

０
万
人
と
さ
れ
る
。

　

誤
嚥
性
肺
炎
は
口
腔
内
不

潔
が
大
き
な
原
因
で
あ
る

が
、
服
用
薬
物
の
副
作
用
も

原
因
と
な
り
得
る
。
肺
炎
の

症
状
が
な
く
て
も
元
気
が
な

い
な
ど
の
サ
イ
ン
を
見
逃
さ

な
い
こ
と
が
大
切
で
あ
る
。

　

呼
吸
ケ
ア
で
は
、
痰
の
排

出
と
呼
吸
不
全
の
急
性
憎
悪

の
予
防
を
目
的
と
し
て
お

り
、
肺
合
併
症
予
防
に
も
注

意
が
必
要
。
排
痰
法
は
、
胸

を
適
度
に
圧
迫
す
る
の
が
良

い
。
そ
の
と
き
の
患
者
体
位

も
重
要
で
あ
る
。

　

高
齢
者
の
介
護
に
お
い
て

呼
吸
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

は
各
医
療
職
が
チ
ー
ム
で
行

う
医
療
で
あ
り
、
今
後
さ
ら

に
重
要
な
位
置
づ
け
に
な

る
。
歯
科
医
師
が
期
待
に
応

え
ら
れ
る
こ
と
が
必
要
で
あ

ろ
う
。

（
東
大
阪
市
・
西
川
眞
二
）

　

協
会
は
10
日
に
開
い
た
第

11
回
理
事
会
で
、
３
月
20
日

か
ら
始
め
る
新
点
数
説
明
会

の
準
備
な
ど
診
療
報
酬
・
介

護
報
酬
改
定
対
策
を
決
め

た
。
中
央
説
明
会
を
３
月
20

日
に
開
き
、
地
区
説
明
会
を

24
日
か
ら
４
月
21
日
ま
で
９

回
開
く
。

　

改
定
情
報
は
協
会
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
で
タ
イ
ム
リ
ー
に
会

員
に
提
供
す
る
ほ
か
、
３
月

下
旬
に
『
診
療
報
酬
・
介
護

報
酬
改
定
の
要
点
と
解
説
』

『
点
数
早
見
表
』
を
、
４
月

下
旬
に
『
歯
科
保
険
診
療
の

研
究
』
を
、
そ
れ
ぞ
れ
会
員

に
１
冊
無
料
（
会
費
に
含

む
）
で
届
け
る
。

　

診
療
報
酬
改
定
に
あ
た
っ

て
厚
労
省
が
募
集
し
た
パ
ブ

リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
に
、
協
会

か
ら
出
し
た
「
基
本
診
療
料

は
す
べ
て
の
診
療
行
為
の
基

礎
と
な
る
も
の
で
、
医
療
の

安
全
確
保
や
質
の
向
上
の
た

め
に
も
初
・
再
診
料
を
大
幅

に
引
き
上
げ
る
こ
と
」「
在

宅
医
療
を
担
う
医
療
機
関
を

励
ま
す
た
め
、
基
礎
的
技
術

料
を
抜
本
的
に
引
き
上
げ
る

こ
と
。
25
年
間
据
え
置
か
れ

て
い
る
58
項
目
の
技
術
料
を

含
め
引
き
上
げ
る
こ
と
」
な

ど
が
中
医
協
へ
の
報
告
に
引

用
さ
れ
た
こ
と
が
報
告
さ

れ
、
協
会
の
運
動
が
改
定
内

容
の
審
議
に
反
映
し
て
い
る

こ
と
が
分
か
っ
た
。

　

歯
科
の
保
険
適
用
拡
大
、

患
者
負
担
軽
減
を
求
め
る
請

願
署
名
は
大
阪
で
３
万
６
千

筆
超
が
集
ま
っ
た
。
こ
の
署

名
は
２
月
で
終
え
、
３
月
か

ら
は
税
と
社
会
保
障
一
体
改

革
に
よ
る
負
担
増
や
消
費
税

引
き
上
げ
に
反
対
す
る
署
名

に
取
り
組
む
。
切
り
替
え
に

あ
た
り
署
名
協
力
の
お
礼

と
、
国
会
提
出
を
引
き
受
け

る
議
員
が
増
え
、
受
診
時
定

額
負
担
計
画
が
取
り
下
げ
ら

れ
た
こ
と
な
ど
の
成
果
を
知

ら
せ
る
窓
口
掲
示
用
ポ
ス
タ

ー
を
作
り
、
会
員
に
配
布
す

る
こ
と
に
し
た
。

　

署
名
運
動
で
大
き
な
力
を

示
し
た
「
保
険
で
よ
い
歯
科

医
療
を
大
阪
連
絡
会
」
の
総

会
を
５
月
20
日
に
開
く
た

め
、
連
絡
会
と
相
談
し
な
が

ら
準
備
を
進
め
て
い
る
。

　

会
務
運
営
で
は
、
４
月
か

ら
の
新
年
度
を
前
に
２
０
１

２
年
度
予
算
編
成
の
準
備
を

進
め
て
い
る
。
予
算
案
は
５

月
19
日
に
開
く
第
48
回
評
議

員
会
に
提
案
し
、
承
認
を
求

め
る
。

呼
吸
ケ
ア
の
ポ
イ
ン
ト
を
説
明

歯
科
医
の
関
与
に
期
待
高
ま
る

２月度生涯
研修講座

第11回理事会

10会場で点数説明会開く

診療報酬改定対策決める

呼吸リハビリにおける歯科
医師の重要性を強調する石
川朗氏＝５日、Ｍ＆Ｄホール

認定NPO法人等に対する寄付金に係る特別控除について

①認定NPO法人寄付金特別控除 ②公益社団法人等寄付金特別控除

内容

認定特定非営利活動法人に対して支出した
当該認定特定非営利活動法人が行う特定非
営利活動に係る事業に関連する寄付金

公益社団法人及び公益財団法人、学校法人
等、社会福祉法人並びに更生保護法人（そ
の運営組織及び事業活動が適正であること
並びに市民から支援を受けていることにつ
き一定の要件を満たすものに限ります。）
に対する寄付金（税額控除対象寄付金）

税額控除
額の計算

〈算定〉
　特定非営利活動に関する寄付金の額
　（総所得金額等の40％を限度）
　　　　　　　　　　　　 －2,000円
　×40％＝寄付金税額控除額（注１・２）

〈算定〉
　税額控除対象寄付金の額
　（総所得金額等の40％を限度）
　　　　　　　　　　　　 －2,000円
　×40％＝寄付金税額控除額（注３・４）

適用要件

確定申告書に、その控除を受ける金額につ
いてのその控除に関する記載があり、か
つ、その金額の計算に関する明細書及びそ
の計算の基礎となる金額その他の事項を証
する書類の添付がある場合に限り適用する
こととされています（措法41の18の２③、
措規19の10の３①）

確定申告書に、控除を受ける金額について
のその控除に関する記載があり、かつ、控
除を受ける金額に関する明細書及び一定の
書類の添付しなければならないこととされ
ています（措法41の18の３②、措規19の14
の⑩、改正措規附則８）

（注１） 寄付金税額控除額が、その年分の所得税の額の100分の25に相当する金額を超えるときは、
100分の25に相当する金額が限度となります（措法41の18の２②）

（注２） 控除限度額（所得税額の25％相当額）は、次の②の公益社団法人等寄付金特別控除の額と
合わせて判定。次に、政党等寄付金特別控除の税額控除限度額は、別枠で判定。また、控
除対象寄付金額（総所得金額等の40％相当額）及び控除適用下限額（2,000円）は、寄付金
控除（所得控除）並びに政党等寄付金特別控除及び公益社団法人等寄付金特別控除の税額
控除対象寄付金の額と合わせて判定

（注３） 寄付金税額控除額が、その年分の所得税の額の100分の25に相当する金額を超えるときは、
100分の25に相当する金額が限度となります（措法41の18の３①）

（注４） 控除限度額（所得税額の25％相当額）控除対象寄付金額（総所得金額等の40％相当額）及
び控除適用下限額（2,000円）は、上記（注２）に準じて判定
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